
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 法務省 （単位：千円）

129,248 128,644 △ 604 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

129,248 128,644 △ 604 0

＜0＞ ＜0＞

32,625,179 33,149,470 524,291 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

32,458,670 33,017,646 558,976 0

＜0＞ ＜0＞

8,371 24,833 16,462 0

＜0＞ ＜0＞

8,902 12,661 3,759 0

＜0＞ ＜0＞

30,261 23,737 △ 6,524 0

＜0＞ ＜0＞

118,975 70,593 △ 48,382 0

＜0＞ ＜0＞

33,609 73,679 40,070 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

33,609 73,679 40,070 0

＜0＞ ＜0＞

82,961 113,850 30,889 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

 82,961 113,850 30,889 0

＜0＞ ＜0＞

7,122,273 6,282,219 △ 840,054 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

5,379,844 5,310,971 △ 68,873 0

＜0＞ ＜0＞

1,742,429 971,248 △ 771,181 0

＜0＞ ＜0＞

66,290,090 65,062,792 △ 1,227,298 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

6,590,040 6,709,703 119,663 0

＜0＞ ＜0＞

44,326,920 43,053,960 △ 1,272,960 0

＜0＞ ＜0＞

15,373,130 15,299,129 △ 74,001 0

＜0＞ ＜0＞

５年度予算額 比較増△減額 ４年度予算額 ５年度予算額

１　基本法制の維持及び整備

比較増△減額
備考政策体系

一般会計 特別会計

４年度予算額

(1)社会経済情勢に対応した基
本法制の整備

２　司法制度改革の成果の定着に向
　けた取組

(1)総合法律支援の充実強化

(2)法曹養成制度の充実

(5)国際仲裁の活性化に向けた
基盤整備

３　法務に関する調査研究

(1)社会経済情勢を踏まえた法
務に関する調査研究の計画的
実施と提言

(3)裁判外紛争解決手続の拡
充・活性化

(4)法教育の推進

(1)国と地方公共団体が連携し
た取組等の実施

４　再犯の防止等の推進

(1)適正迅速な検察権の行使

(2)矯正施設における収容環境
の維持及び適正な処遇の実施

(3)矯正施設の適正な運営に必
要な民間委託等の実施

５　検察権の適正迅速な行使

(2)検察権行使を支える事務の
適正な運営

６　矯正処遇の適正な実施

(1)矯正施設の適正な保安警備
及び処遇体制の整備



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 法務省 （単位：千円）

５年度予算額 比較増△減額 ４年度予算額 ５年度予算額 比較増△減額
備考政策体系

一般会計 特別会計

４年度予算額

12,977,391 12,821,213 △ 156,178 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

12,699,363 12,545,032 △ 154,331 0

＜0＞ ＜0＞

278,028 276,181 △ 1,847 0

＜0＞ ＜0＞

2,495,747 2,548,531 52,784 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

2,495,747 2,548,531 52,784 0

＜0＞ ＜0＞

39,690,975 32,758,623 △ 6,932,352 84,836 22,296 △ 62,540

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

23,217,738 22,968,068 △ 249,670 84,836 22,296 △ 62,540 東日本大震災復興特別会計

＜0＞ ＜0＞

16,462,936 9,780,250 △ 6,682,686 0

＜0＞ ＜0＞

10,301 10,305 4 0

＜0＞ ＜0＞

3,484,409 3,485,853 1,444 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

3,484,409 3,485,853 1,444 0

＜0＞ ＜0＞

1,743,599 1,689,005 △ 54,594 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

1,743,599 1,689,005 △ 54,594 0

＜0＞ ＜0＞

12,474,170 13,785,542 1,311,372 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

12,474,170 13,785,542 1,311,372 0

＜0＞ ＜0＞

312,878 275,535 △ 37,343 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

312,878 275,535 △ 37,343 0

＜0＞ ＜0＞

13　法務行政における国際化対応・
　国際協力

９　国民の財産や身分関係の保護

(1)登記事務の適正円滑な処理

(2)国籍・戸籍・供託・遺言書保
管事務の適正円滑な処理

(3)債権管理回収業の審査監督

10　人権の擁護

(1)人権尊重思想の普及高揚並
びに人権侵害による被害の救
済及び予防

12　出入国の公正な管理及び外国人
　との共生社会の実現に向けた環境
　整備

(1)円滑な出入国審査、不法滞
在者等対策の推進及び外国人
との共生社会の実現

８   破壊的団体等の規制に関する
  調査等を通じた公共の安全の確
  保を図るための業務の実施

(1)法務行政における国際協力
の推進

11　国の利害に関係のある争訟の
     統一的かつ適正な処理

(1)国の利害に関係のある争訟
の適正・迅速な処理

(1) 破壊的団体及び無差別大
量殺人行為を行った団体の規
制に関する調査等

７　更生保護活動の適切な実施

(1)保護観察対象者等の改善更
生等

(2)医療観察対象者の社会復帰



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 法務省 （単位：千円）

５年度予算額 比較増△減額 ４年度予算額 ５年度予算額 比較増△減額
備考政策体系

一般会計 特別会計

４年度予算額

24,670,390 19,280,694 △ 5,389,696 0 0 0

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

24,272,665 18,899,714 △ 5,372,951 0

＜0＞ ＜0＞

397,725 380,980 △ 16,745 0

＜0＞ ＜0＞

204,132,919 191,455,650 △ 12,677,269 84,836 22,296 △ 62,540

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．東日本大震災復興特別会計については、法務省所管分のみ掲記している。
４．４年度予算額は、当初予算額である。

14　法務行政全般の円滑かつ効率
　的な運営

(2)法務行政の情報化

計

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

(1)施設の整備



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 法務省 （単位：千円）

129,248 128,644 △ 604

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

基本法制整備費 基本法制の整備に必要な経費 129,248 128,644 △ 604

＜0＞

32,625,179 33,149,470 524,291

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

司法制度改革推進費
総合法律支援の充実強化に必
要な経費

16,795,165 16,394,587 △ 400,578

＜0＞

日本司法支援センター運営費
日本司法支援センター運営費交
付金に必要な経費

15,663,505 16,623,059 959,554

＜0＞

法務本省共通費 法務本省一般行政に必要な経費 8,371 24,833 16,462

＜0＞

司法制度改革推進費
裁判外紛争解決手続の利用促
進に必要な経費

8,902 12,661 3,759

＜0＞

司法制度改革推進費 法教育の推進に必要な経費 30,261 23,737 △ 6,524

＜0＞

司法制度改革推進費
国際仲裁の活性化に向けた基盤
整備に必要な経費

118,975 70,593 △ 48,382

＜0＞

33,609 73,679 40,070

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

法務調査研究費
法務に関する調査研究に必要な
経費

33,609 73,679 40,070

＜0＞

82,961 113,850 30,889

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

再犯防止等企画調整推進費
再犯の防止等の企画調整及び
推進に必要な経費

82,961 113,850 30,889

＜0＞

7,122,273 6,282,219 △ 840,054

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

検察費 検察権の行使に必要な経費 5,379,844 5,310,971 △ 68,873

＜0＞

検察企画調整費 検察の企画調整に必要な経費 59,865 57,493 △ 2,372

＜0＞

検察運営費 検察運営に必要な経費 1,682,564 913,755 △ 768,809

＜0＞

１　基本法制の維持及び整備

組織 比較増△減額４年度予算額

法務本省

(1)社会経済情勢に対応した基
本法制の整備

法務本省

(4)法教育の推進 法務本省

３　法務に関する調査研究

(1)社会経済情勢を踏まえた法
務に関する調査研究の計画的
実施と提言

５年度予算額事項項政策体系

(5)国際仲裁の活性化に向けた
基盤整備

法務本省

(3)裁判外紛争解決手続の拡
充・活性化

法務本省

２　司法制度改革の成果の定着に向け
　た取組

法務本省

(2)法曹養成制度の充実 法務本省

(1)総合法律支援の充実強化

(1)国と地方公共団体が連携した
取組等の実施

法務本省

４　再犯の防止等の推進

(2)検察権行使を支える事務の
適正な運営

法務総合研究所

５　検察権の適正迅速な行使

(1)適正迅速な検察権の行使

検察庁

検察庁

法務本省



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 法務省 （単位：千円）

組織 比較増△減額４年度予算額 ５年度予算額事項項政策体系

66,290,090 65,062,792 △ 1,227,298

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

矯正企画調整費 矯正の企画調整に必要な経費 135,798 169,140 33,342

＜0＞

矯正管理業務費
矯正管理体制の整備に必要な経
費

6,454,242 6,540,563 86,321

＜0＞

矯正収容費
矯正施設における収容の確保及
び処遇等の実施に必要な経費

44,326,920 43,053,960 △ 1,272,960

＜0＞

矯正施設民間開放推進費
矯正施設運営の民間開放の推
進に必要な経費

15,373,130 15,299,129 △ 74,001

＜0＞

12,977,391 12,821,213 △ 156,178

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

更生保護企画調整推進費
保護観察等の企画調整及び推
進に必要な経費

370,773 239,182 △ 131,591

＜0＞

更生保護活動費 保護観察等に必要な経費 12,328,590 12,305,850 △ 22,740

＜0＞

更生保護企画調整推進費
医療観察の企画調整に必要な経
費

1,699 1,591 △ 108

＜0＞

更生保護活動費 医療観察に必要な経費 276,329 274,590 △ 1,739

＜0＞

2,495,747 2,548,531 52,784

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

破壊的団体等調査費
破壊的団体等の調査に必要な経
費

2,495,747 2,548,531 52,784

＜0＞

39,690,975 32,758,623 △ 6,932,352

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

登記事務処理費 登記事務処理に必要な経費 23,217,738 22,968,068 △ 249,670

＜0＞

国籍等事務処理費 国籍等事務処理に必要な経費 16,462,936 9,780,250 △ 6,682,686

＜0＞

債権管理回収業審査監督費
債権管理回収業の審査監督に
必要な経費

10,301 10,305 4

＜0＞

3,484,409 3,485,853 1,444

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

人権擁護推進費 人権擁護の推進に必要な経費 1,308,684 1,260,665 △ 48,019

＜0＞

人権擁護活動費 人権擁護活動に必要な経費 2,175,725 2,225,188 49,463

＜0＞

(2)矯正施設における収容環境
の維持及び適正な処遇の実施

矯正官署

矯正官署

７　更生保護活動の適切な実施

６　矯正処遇の適正な実施

法務本省

(3)矯正施設の適正な運営に必
要な民間委託等の実施

矯正官署

(1)矯正施設の適正な保安警備
及び処遇体制の整備

法務本省

法務本省

更生保護官署

更生保護官署

(1)保護観察対象者等の改善更
生等

(2)医療観察対象者の社会復帰

９　国民の財産や身分関係の保護

(1)登記事務の適正円滑な処理 法務局

８   破壊的団体等の規制に関する
  調査等を通じた公共の安全の確
  保を図るための業務の実施

(1) 破壊的団体及び無差別大量
殺人行為を行った団体の規制に
関する調査等

公安調査庁

(2)国籍・戸籍・供託・遺言書保
管事務の適正円滑な処理

法務局

(3)債権管理回収業の審査監督 法務本省

10　人権の擁護

法務本省

法務局

(1)人権尊重思想の普及高揚並
びに人権侵害による被害の救済
及び予防



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 法務省 （単位：千円）

組織 比較増△減額４年度予算額 ５年度予算額事項項政策体系

1,743,599 1,689,005 △ 54,594

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

訟務費 訟務遂行に必要な経費 1,743,599 1,689,005 △ 54,594

＜0＞

12,474,170 13,785,542 1,311,372

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

出入国管理企画調整推進費
出入国管理の企画調整及び推
進に必要な経費

3,176,728 3,674,712 497,984

＜0＞

出入国管理業務費 出入国管理業務に必要な経費 9,297,442 10,110,830 813,388

＜0＞

312,878 275,535 △ 37,343

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

国際協力推進費 国際協力に必要な経費 312,878 275,535 △ 37,343

＜0＞

24,670,390 19,280,694 △ 5,389,696

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

法務省施設費 法務省施設整備に必要な経費 21,937,157 16,710,510 △ 5,226,647

＜0＞

法務省施設費
民間資金等を活用した法務省
施設整備に必要な経費

2,335,508 2,189,204 △ 146,304

＜0＞

法務行政情報化推進費
法務行政情報化推進に必要な経
費

397,725 380,980 △ 16,745

＜0＞

204,132,919 191,455,650 △ 12,677,269

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．４年度予算額は、当初予算額である。
２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

計

11　国の利害に関係のある争訟の
     統一的かつ適正な処理

(1)国の利害に関係のある争訟
の適正・迅速な処理

法務本省

法務総合研究所

出入国在留管理庁

13　法務行政における国際化対応・
　国際協力

(1)円滑な出入国審査、不法滞
在者等対策の推進及び外国人
との共生社会の実現

12　出入国の公正な管理及び外国人と
　の共生社会の実現に向けた環境整備

出入国在留管理庁

(2)法務行政の情報化 法務本省

14　法務行政全般の円滑かつ効率的な
　運営

法務本省

法務本省

(1)施設の整備

(1)法務行政における国際協力
の推進



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）

国会、裁判所、会計検査院、
内閣、内閣府、デジタル庁、復
興庁、総務省、法務省、外務
省、財務省、文部科学省、厚生
労働省、農林水産省、経済産
業省、国土交通省、環境省及
び防衛省

（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

84,836 22,296 △ 62,540

＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数

法務行政復興政策費 登記事務処理に必要な経費 84,836 22,296 △ 62,540

＜0＞

84,836 22,296 △ 62,540

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．東日本大震災復興特別会計については、法務省所管分のみ掲記している。
４．４年度予算額は、当初予算額である。

1　国民の財産や身分関係の保護

４年度予算額項勘定・組織

復興庁

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

(1)登記事務の適正円滑な処理

事項政策体系

計

比較増△減額５年度予算額


